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平成 １８ 年 ３ 月期   決算短信（非連結） 平成１８年 ５月２２日 

会 社 名 株式会社 重松製作所          上場取引所    ＪＡＳＤＡＱ 

コード番号 ７９８０                本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.sts-japan.com） 
代  表  者 役  職  名 取締役社長 
        氏    名 重松 宣雄 
問い合わせ先  責任者役職名 取締役経理部長 

        氏    名 森田 隆       ＴＥＬ（０３）３２５５－０２５１（代表） 
決算取締役会開催日  平成１８年 ５月２２日        中間配当制度の有無  無 

配当支払開始予定日  平成１８年 ６月３０日        定時株主総会開催日  平成１８年 ６月２９日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 １，０００株） 

 
１．１８年３月期の業績（平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日）      （百万円未満切捨） 
(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
18年３月期 
17年３月期 

百万円   ％
９，９３８ （１７．６）
８，４５１ （ １．０）

百万円   ％
７５２ （ ― ）
６７ （ ― ）

百万円   ％
７０４ （ ― ）
３０ （ ― ）

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
18年３月期 
17年３月期 

百万円   ％ 
４００ （ ― ） 
１０ （ ― ） 

円  銭
４８．６９
 １．４０

円  銭
――― 
――― 

％
１８．７ 
 ０．５ 

％ 
７．５ 
０．３ 

％
７．１ 
０．４ 

(注)①持分法投資損益      18年３月期      ― 百万円   17年３月期      ― 百万円 
②期中平均株式数      18年３月期  7,189,309 株     17年３月期  7,191,799 株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 
１株当たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
18年３月期 
17年３月期 

円  銭
１０．００
 ５．００

円  銭 
――― 
――― 

円  銭
１０．００
 ５．００

百万円
 ７１ 
 ３５ 

％ 
 ２０．５ 
３５７．５ 

％
３．０ 
１．９ 

(注)18年３月期期末配当金の内訳 普通配当 ５円００銭 特別配当 ５円００銭 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
 

18年３月期 
17年３月期 

百万円 
９，８０９ 
８，９７１ 

百万円
２，４０９ 
１，８７０ 

％ 
２４．６ 
２０．９ 

円   銭
３３５．２４ 
２６０．１７ 

(注)①期末発行済株式数   18年３月期  7,187,147 株   17年３月期  7,190,859 株 

②期末自己株式数    18年３月期    12,853 株   17年３月期    9,141 株 

(4) キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
18年３月期 
17年３月期 

百万円 
８２０ 
７８８ 

百万円
△４５０ 
△１８０ 

百万円 
△９２７ 
 △４８ 

百万円
  ４７０ 
１，０２８ 

 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年 ４月 １日～平成１９年 ３月３１日）    （百万円未満切捨） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中間期 
通 期 

百万円 
４，３００ 
９，７００ 

百万円
２３０ 
６６０ 

百万円
１２０ 
３５０ 

円 銭
――― 
――― 

円 銭 
――― 
１０．００ 

円 銭
――― 
１０．００

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) ４８円７０銭 

 上記の予想の前提条件その他関連する事項につきましては、添付資料の５～８頁をご参照下さい。 

なお、今後の経済情勢など様々な状況変化によっては、実際の業績見通しと異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況 

該当事項はありません。 

 

２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、創業以来、一貫して防じんマスク、防毒マスクなどの呼吸用保護具を中心に、

働く人々を職業に起因する疾病や危険から守るため労働安全衛生保護具の普及に努力を

重ねてまいりました。 

当社が社会に提供している各種の呼吸用保護具は、上記の他、地球環境を保護するた

めの省資源、省エネルギー、資源の再生使用にも貢献できる優れたシステムです。 

日本国内はもとより国境を越えて、働く人々の健康と幸福を支え、かつ、地球の環境

保全にも貢献することに、誇りと責任を持って仕事に取り組んでおります。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を充実させることが重要との認識の下、安定的

な配当を継続実施することを、利益配分に関する基本方針としております。 

また、内部留保につきましては、より強固な経営基盤の確立と競争力強化に充当する

ことで収益増大に努め、企業価値の向上を目指してまいります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社では、株主数の増加及び株式の流動性の向上を図ることが、資本政策における重

要な課題であると認識しております。 

従いまして、投資単位の引下げにつきましては、当社の株価や今後の株式市場の動向

などを勘案のうえ、慎重に検討してまいりたいと考えております。 

 

（４）目標とする経営指標 

当社は、収益性と資本効率を高めるＲＯＥ（株主資本利益率）の向上を重視しており、

中期的な経営指標として経常的にＲＯＥ１０％以上の達成を目指しております。 

なお、当期につきましては、前期比大幅な増収増益決算を達成しており、ＲＯＥも 

１８．７％と目標の１０％以上を達成することができました。 
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（５）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、創業以来、防じんマスク、防毒マスクなどの呼吸用保護具を中心とした労働

安全衛生保護具の専門会社として事業の拡大をはかってまいりました。 

今後も、更なる企業価値の向上を目指して、当社の信条である『働く人の安全衛生の

向上に寄与し、社会へ貢献する』を基本方針に、次の経営戦略に取り組んでまいります。 

①多様なユーザーニーズに対応する製品をタイムリーに市場に供給するための研究開

発を引き続き充実してまいります。 

また、省資源、省エネルギー、資源の再生使用にも注力する等、環境問題に配慮し

た技術開発に積極的に取り組んでまいります。 

②生産性及び品質の維持向上を図るとともに、一層の原価削減を進めることで、市場

競争力の強化を図ってまいります。 

③常に創造と改善に努め、経営全般の合理化、効率化を推進してまいります。 

 

（６）会社の対処すべき課題 

今後のわが国経済につきましては、引き続き積極的な設備投資や雇用状況の改善によ

る個人消費の拡大に支えられ、着実な景気拡大を持続させていくとの見方が強く、わが

国経済に対する海外の評価も一層高まっていくと思われます。 

その一方で、原油に代表される資源価格の高騰や為替相場の動向等の不透明な要因も

多く、経済全体に及ぼす影響も無視できないものがあります。また、突発的な天災・人

災の発生に対する危機管理対応の重要性は、社会的にますます高くなっております。 

以上のような経済環境の中で、呼吸用保護具業界としては、民間設備投資や石綿対策

需要の沈静化が見込まれることから、業界全体としては、やや低下が見込まれますが全

般的には、なお概ね好調を維持していくと思われます。 

当社としては、このような業界見通しの中で、引き続き経営基盤の強化を図り、業績

伸展と企業価値の一層の向上を実現していくために、生産と物流の両体制を抜本的に見

直すことにしました。 

生産面では、現在の船引事業所を中心に生産設備のリニューアルを進めて、生産性及

び品質の維持・向上を図り、原価削減を推進してまいります。 

また、物流面では、西日本サービスセンターの配送機能の強化を図り、東西でよりバ

ランスの取れた物流体制を整備してまいります。 

この見直し方針に沿って、総額で約１２億円の設備投資を行い、船引事業所に第二工

場を、西日本サービスセンターには倉庫を建設する予定です。 

新設備の稼動は、西日本サービスセンター倉庫が平成１９年１月頃、船引事業所第二

工場が平成１９年４月頃を予定しております。 

本件の成否が、当社の将来に大きな影響を与えることになるため、プロジェクトの円

滑な進捗を実現させてまいります 
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（７）親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

（８）内部管理体制の整備・運用状況 

①内部牽制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規定の整備状況そ

の他内部管理体制の強化のための牽制組織の状況 

当社は、経営管理の強化を実現するための内部統制システムの目的を「業務の安

定性と効率性」、「財務報告の信頼性」、「法令・社内規定の遵守」とし、これら

の一層の強化・改善に努めております。 

当社は、管理本部・営業本部・生産本部の３事業本部と、研究部・品質保証部等

の事業本部に属さない複数の独立した部を組み合わせて業務運営を行っており、各

本部・部の権限と責任を各種の社内規定で明確に定義した上で、相互牽制が有効に

働く組織体制を構築しております。社内規定の制定・改廃については、管理本部内

の専担部署が一元的に管理・統制を行っております。 

当社の内部監査は、業務監査室長の指揮の下、業務監査室長及び管理本部長の任

命した監査員が業務執行状況を監査しております。監査結果は、業務監査室長から

管理本部長を経由して取締役社長に報告され、不適正事項がある場合には、業務監

査室長及び監査員が被監査部門に改善処置要求を行い、業務監査室長がその改善状

況を確認しております。 

また、品質に係わる監査(品質マネジメントシステムISO 9001の内部監査に相当)

については、内部品質監査規定に基づき、取締役社長から品質管理責任者に任命さ

れた品質保証部長が任命した監査員が監査を行い、監査結果は、品質管理責任者が

取りまとめて取締役社長に報告しております。不適合事項がある場合は、監査員が

被監査部門長に是正要求を行い、品質管理責任者がその是正状況を確認しておりま

す。 

環境に係わる監査(環境マネジメントシステムISO 14001の内部監査に相当)につ

いては、内部環境監査規定に基づき、専務取締役が任命した監査員が監査を行い、

監査結果は、監査員が環境管理責任者を経由して取締役社長に報告しております。 

不適合事項がある場合は、監査員が被監査部門長に是正要求を行い、環境管理責

任者がその是正状況を確認しております。 

当社の内部管理体制の模式図は、次のとおりです。 
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②内部管理体制の充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

・社内規定の制定及び改廃については、合わせて７１８件を処理しております。 

・内部監査での改善処置要求事項(軽微なものを含む)は２５件ありましたが、業務

監査室長が、全項目で平成１７年度内に改善処置が取られていることを確認して

おります。 

・品質に係わる監査での是正要求事項は１４件ありましたが、品質管理責任者が、

全項目で平成１７年度内に是正処置が取られていることを確認しております。 

・環境に係わる監査での是正要求事項は特になく、観察事項(改善義務のない改善

事項)１７件の指摘に止まっております。 

 

（９）その他、会社の経営上の重要な事項(役員との間の重要な取引に関する事項等) 

有限会社サンエスは、当社取締役会長（現取締役相談役）重松開三郎氏及び取締役社

長重松宣雄氏の配偶者が議決権100％を所有する会社であります。 

当社と有限会社サンエスとの取引は、本社事務所用建物及び土地の賃貸借であり、取

引条件の決定方針等については、近隣の相場を参考にして賃料を設定しております。 

なお、平成１７年４月に、本社建物及び借地権を当社取締役会長（現取締役相談役）

重松開三郎氏から取得し、同時に、有限会社サンエスとの取引は終了しました。 

 

３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

  ①当期の概況 

当期のわが国の経済は、企業収益の改善による民間設備投資の増加や、株式市況 

選任・解任 選任・解任 選任・解任 

株 主 総 会 

監査役会 
（３名） 

会計監査人 
（２名） 

顧問弁護士 

取締役会 
（１１名） 

業務監査室 

各事業本部等 
 

業務監査

会計監査

助言 管理本部 営業本部 生産本部 品質保証部等 

取締役社長 

選任・解任 

報告

内部監査 監督 報告 

連携 

連携 

常勤取締役会 
（９名） 
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の活況、雇用状況の改善など、着実な景気回復が持続している一方で、原油価格の 

高騰や中国経済の動向等、先行き不確実な要因も増加してきております。 

このような環境の中、呼吸用保護具業界におきましては、着実な景気回復に支え 

られた民間需要の増加に加えて、平成１７年７月の「石綿障害予防規則」の施行に 

ともなう石綿の健康障害が一気に社会問題化したため、官公庁や民間からの石綿対 

策関連製品の需要が急増し、この対応に追われた１年でありました。 

当社も、この急増した石綿対策需要に応えるために、要員増強や２４時間稼動等 

の製造・物流両面での各種対策を実施するとともに、ユーザー各位からの様々なご 

要望に対応できるよう石綿対策関連の各種の新製品開発にも注力してまいりました。 

以上の結果、当期の受注は、期初からの好調な民間需要に加えて、石綿対策関連 

の防じんマスク等の受注が高水準で推移した結果、売上高は、99億38百万円と、前

期比で 14億87百万円(17.6％増)の大幅増加となり、過去最高となりました。 

利益につきましても、原材料費の見直しや効率的な生産・物流体制の整備による 

徹底的な経費管理の推進に加え、石綿対策関連製品の大量受注により製造部門の稼 

働率が大幅にアップしたことから、売上原価率が大きく低下して製品の粗利益率が 

改善されました。 

さらに、売上増にともなう販売費・一般管理費の増加を圧縮することに全社をあ 

げて注力した結果、経常利益は、7億 4百万円(前期比で 6億74百万円の増加)、 

当期純利益は、4億円(前期比で 3億90百万円の増加)と、いずれも過去最高を達 

成することができました。 

 

  ②次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、原油に代表される資源・素材価格の高騰やドル為

替相場の下落、監査法人に対する金融庁の行政処分問題など、その影響がどこまで

広がるか不透明な要因が少なくなく、わが国経済は引き続き好景気が持続はするも

のの若干のかげりが懸念されます。 

 呼吸用保護具業界としては、民間設備投資や石綿対策需要の沈静化が見込まれる

ことから、業界全体としては、やや低下が見込まれますが全般的には、なお概ね好

調を維持していくと思われます。 

    このような情勢の下、当社は引き続きユーザー各位の多様なニーズに的確に対応 

できるきめ細かい営業活動を積極的に展開するとともに、徹底した経費管理を継続 

することで、業績の向上に努めてまいります。 

    以上のことから、次期の業績につきましては、売上高97億円(前期比2.4％減)、

経常利益 6億60百万円(前期比6.3％減)、当期純利益 3億50百万円(前期比12.5％

減)と見込んでおります。 
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（２）財政状態 

当期における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、4億70百万円と

前期末に比べ、5億58百万円の減少となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、8億20百万円（前期比 31百万円増）となりました。

これは主として、税引前当期純利益 6億80百万円、減価償却費 2億60百万円の計上、 

売上債権の減少 3億91百万円、棚卸資産の増加 4億31百万円、債権売却未収入金の増加 

7億18百万円、法人税等の支払 1億 4百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、4億50百万円（前期比 2億70百万円増）となりまし

た。これは主として、有形固定資産の取得による支出 5億78百万円等によるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、9億27百万円（前期比 8億79百万円増）となりまし

た。これは主として、短期借入金の返済 10億87百万円、長期借入金の返済 4億36百万

円と社債発行による収入 7億円等によるものであります。 

なお、当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記のとおりです。 

 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期

株主資本比率（％） 21.5 20.9 24.6 

時価ベースの 

株主資本比率（％） 
33.2 32.1 52.2 

債務償還年数（年）  8.2 4.5  3.3 

インタレスト・カバレッジ 

・レシオ（倍） 
 7.0 13.4 13.4 

 株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

①株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出

しております。 
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②営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。 

有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての

負債を対象としております。 

また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。 

 

（３）事業等のリスク 

  今後の事業展開について影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあ

ります。なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が

判断したものです。 

  ①当社の事業環境について 

当社の経営成績は、民間企業の業績動向や官公庁の財政状態等の影響を受けるこ

とが多く、景気低迷や官公庁の財政悪化により、当社業績が影響を受ける可能性が

あります。 

  ②品質管理について 

 当社はISO 9001に準拠した厳格な品質マネジメントシステムに基づく品質管理・

保証体制を構築して、国家検定規格に適合する各種製商品を製造販売しております

が、予期せぬ要因により、国家検定規格、JIS及び国際標準に不適合との指摘や製

商品の欠陥等の不具合が発生する可能性があります。 

この場合、製商品の回収や修理等の対応により、当社業績が影響を受ける可能性

があります。 

  ③訴訟対応について 

    当社製品の欠陥により製造物責任訴訟を提訴された場合を想定して、製造物責任

保険に加入しておりますが、この保険は無制限に当社の賠償負担を担保するもので

はありません。 

    また、製造物責任以外の訴訟につきましても、訴訟が生じる可能性は無いとはい

えません。 

④災害等について 

    当社の製造・販売拠点が、地震、火災、テロ攻撃等の災害により、物的・人的被

害を受けた場合、当社の生産や販売活動が影響を受ける場合があります。 



４．財務諸表等

（１）貸　借　対　照　表 (千円未満切捨）

(資産の部)

Ⅰ 流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 1,756,596 920,702 △ 835,894

受 取 手 形 1,374,595 677,557 △ 697,037

売 掛 金 1,658,881 1,961,548 302,667

商 品 841,678 836,458 △ 5,220

製 品 295,357 482,230 186,872

原 材 料 448,074 625,635 177,561

仕 掛 品 164,889 235,681 70,792

貯 蔵 品 37,047 38,505 1,457

前 払 費 用 9,066 4,294 △ 4,771

繰 延 税 金 資 産 97,487 254,273 156,786

未 収 入 金 2,066 2,801 734

債権売却未収入金 ― 718,077 718,077

そ の 他 9,560 11,586 2,026

貸 倒 引 当 金 △ 2,183 △ 1,986 196

6,693,118 74.6 6,767,368 69.0 74,249

Ⅱ 固　定　資　産

有形固定資産

建 物 397,739 398,260 521

構 築 物 20,854 19,321 △ 1,533

機 械 装 置 414,032 419,949 5,917

工 具 器 具 備 品 302,709 321,750 19,040

土 地 229,182 611,182 382,000

有形固定資産合計 1,364,518 15.2 1,770,464 18.0 405,945

無形固定資産

電 話 加 入 権 6,757 6,757 ―

ソ フ ト ウ ェ ア 90,012 60,282 △ 29,730

無形固定資産合計 96,770 1.1 67,039 0.7 △ 29,730

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 545,371 841,383 296,011

出 資 金 2,810 2,810 ―

長 期 貸 付 金 29,812 28,016 △ 1,796

長 期 前 払 費 用 9,606 8,347 △ 1,258

差 入 敷 金 33,889 30,566 △ 3,323

差 入 保 証 金 31,263 1,137 △ 30,126

経 営 者 年 金 掛 金 104,670 78,010 △ 26,660

保 険 積 立 金 14,887 14,218 △ 668

長 期 性 預 金 ― 200,000 200,000

繰 延 税 金 資 産 44,768 ― △ 44,768

そ の 他 7,317 9,525 2,208

貸 倒 引 当 金 △ 7,331 △ 9,542 △ 2,210

投資その他の資産合計 817,064 9.1 1,204,472 12.3 387,407

2,278,354 25.4 3,041,976 31.0 763,622

8,971,472 100.0 9,809,344 100.0 837,871

（平成17年3月31日）

資 産 合 計

金 額 構 成 比
千円 ％

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

千円 ％ 千円

増　　減

前 期 末

金 額 構 成 比

当 期 末

（平成18年3月31日）
期　　　間

科　　目
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(千円未満切捨）

（負債の部)

Ⅰ 流　動　負　債

支 払 手 形 1,362,754 1,665,738 302,984

買 掛 金 1,055,355 1,023,620 △ 31,735

短 期 借 入 金 1,187,500 100,000 △ 1,087,500
1年以内返済予定長期借入金 436,800 536,400 99,600

１年以内償還予定社債 ― 140,000 140,000

未 払 金 85,949 105,539 19,589

未 払 法 人 税 等 71,745 435,258 363,513

未 払 消 費 税 等 38,926 44,479 5,552

未 払 費 用 85,935 394,754 308,818

前 受 金 271 2,146 1,875

預 り 金 9,030 9,966 936

賞 与 引 当 金 143,519 184,275 40,756

設 備 支 払 手 形 53,732 101,575 47,843

そ の 他 1,419 1,290 △ 129

4,532,940 50.5 4,745,045 48.4 212,105

Ⅱ 固　定　負　債

社 債 500,000 1,030,000 530,000

長 期 借 入 金 1,456,400 920,000 △ 536,400

退 職 給 付 引 当 金 351,865 393,551 41,685

役員退職慰労引当金 78,938 57,534 △ 21,404

繰 延 税 金 負 債 ― 56,746 56,746

預 り 保 証 金 180,491 197,072 16,581

2,567,694 28.6 2,654,904 27.0 87,209

7,100,634 79.1 7,399,949 75.4 299,314

Ⅰ 資　　本　　金 570,000 6.4 570,000 5.8 ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 272,577 272,577 ―

272,577 3.0 272,577 2.8 ―

Ⅲ 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 142,500 142,500 ―

任 意 積 立 金 499,985 498,730 △ 1,255

圧 縮 積 立 金 7,985 6,730 △ 1,255

別 途 積 立 金 492,000 492,000 ―

当 期 未 処 分 利 益 211,251 576,606 365,355

853,737 9.5 1,217,837 12.4 364,099

178,722 2.0 356,037 3.6 177,314

Ⅴ 自　己　株　式 △ 4,199 △ 0.0 △ 7,056 △ 0.0 △ 2,857

1,870,838 20.9 2,409,395 24.6 538,556

8,971,472 100.0 9,809,344 100.0 837,871

前 期 末

金 額 構 成 比金 額 構 成 比

増　　減

負 債 合 計

千円 ％千円 ％

当 期 末

（平成18年3月31日）（平成17年3月31日）

Ⅳ 株式等評価差額金

資 本 合 計

資 本 ・ 負 債 合 計

千円

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

（資本の部）

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

期　　　間

科　　目
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(2) 損益計算書 (千円未満切捨）

Ⅰ 8,451,151 100.0 9,938,448 100.0 1,487,297

Ⅱ 6,341,648 75.0 6,776,737 68.2 435,088

2,109,502 25.0 3,161,711 31.8 1,052,208

Ⅲ 2,041,709 24.2 2,408,851 24.2 367,141

67,792 0.8 752,859 7.6 685,067

Ⅳ

10,554 13,120 2,565

― 25,747 25,747

24,215 25,066 851

34,769 0.4 63,934 0.6 29,164

Ⅴ

59,116 65,083 5,966

4,429 2,701 △ 1,728

8,504 44,847 36,342

72,050 0.9 112,631 1.1 40,580

30,511 0.3 704,163 7.1 673,651

Ⅵ

523 ― △ 523

9,328 ― △ 9,328

9,851 0.1 ― ― △ 9,851

Ⅶ

668 1,123 454

― 2,999 2,999

19,956 19,956 ―

20,624 0.2 24,079 0.2 3,454

19,738 0.2 680,084 6.9 660,345

70,000 0.8 457,000 4.6 387,000

△ 60,318 △ 0.7 △ 176,969 △ 1.7 △ 116,651

10,056 0.1 400,053 4.0 389,997

201,195 176,553 △ 24,642

211,251 576,606 365,355

過年度役員退職慰労引当金繰入額

前 期 繰 越 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

営 業 外 収 益 合 計

営 業 外 費 用 合 計

特 別 利 益 合 計

特 別 損 失 合 計

営 業 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

平成17年3月31日

百 分 比

過 年 度 保 険 料 修 正 益

特 別 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

手 形 売 却 損

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

金 額
％千円

支 払 利 息

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

固 定 資 産 除 却 損

経 常 利 益

特 別 利 益

保 険 金 収 入

金 額

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

千円 千円％

増　　減

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期前 期

百 分 比

平成17年4月 1日平成16年4月 1日

平成18年3月31日科　　目

期　　間
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(3) キャッシュ･フロー計算書 (千円未満切捨）

前　期 当　期

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー
税引前当期純利益 19,738 680,084 660,345
減価償却費 269,761 260,854 △ 8,906
投資有価証券評価損 ― 2,999 2,999
投資有価証券売却益 ― △ 5 △ 5
固定資産除却・廃棄損 668 1,123 454
貸倒引当金の増加額（△減少額） △ 1,134 2,014 3,148
賞与引当金の増加額 177 40,756 40,579
退職給付引当金の増加額 50,761 41,685 △ 9,075
役員退職慰労引当金の増加額（△減少額） 28,526 △ 21,404 △ 49,930
受取利息及び配当金 △ 10,554 △ 13,120 △ 2,565
支払利息 59,116 65,083 5,966
手形売却損 4,429 2,701 △ 1,728
売上債権の減少額（△増加額） △ 19,384 391,669 411,053
債権売却未収入金の増加額 ― △ 718,077 △ 718,077
棚卸資産の減少額（△増加額） 233,781 △ 431,463 △ 665,245
仕入債務の増加額 209,715 271,248 61,533
未払費用の増加額 ― 306,956 306,956
未払消費税等の増加額（△減少額） 32,965 5,552 △ 27,412
その他 △ 17,836 85,583 103,420

小計 860,732 974,242 113,510
利息及び配当金の受取額 10,554 12,298 1,744
利息の支払額 △ 58,715 △ 61,202 △ 2,486
法人税等の支払額 △ 23,909 △ 104,731 △ 80,821
営業活動によるキャッシュ･フロー 788,661 820,607 31,945

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー
定期預金の払戻による収入 ― 278,300 278,300
有形固定資産の取得による支出 △ 170,074 △ 578,517 △ 408,442
無形固定資産の取得による支出 △ 1,900 △ 6,600 △ 4,700
有価証券の償還による収入 9,998 ― △ 9,998
投資有価証券の償還による収入 ― 7 7
貸付金の貸付による支出 △ 6,956 ― 6,956
貸付金の回収による収入 ― 1,796 1,796
長期性預金の預入による支出 ― △ 200,000 △ 200,000
投資その他の資産の増加による支出 △ 11,318 ― 11,318
投資その他の資産の減少による収入 ― 54,595 54,595
投資活動によるキャッシュ･フロー △ 180,250 △ 450,417 △ 270,166

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー
短期借入金の純減少額 △ 100,000 △ 1,087,500 △ 987,500
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 31,856 △ 34,672 △ 2,816
長期借入金による収入 850,000 ― △ 850,000
長期借入金の返済による支出 △ 530,236 △ 436,800 △ 436,800
社債の発行による収入 ― 700,000 700,000
社債の償還による支出 △ 200,000 △ 30,000 170,000
配当金の支払額 △ 35,961 △ 35,954 7
その他 △ 617 △ 2,857 △ 2,240
財務活動によるキャッシュ･フロー △ 48,670 △ 927,783 △ 879,113

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ―
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) 559,739 △ 557,594 △ 1,117,334
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 468,456 1,028,196 559,739
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,028,196 470,602 △ 557,594

科 目

千円

自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

千円

増　　減

千円
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(4) 利益処分案 （千円未満切捨)

前 期 当 期

金 額 金 額

Ⅰ 211,251 576,606 365,355

Ⅱ

1,255 1,075

合 計 212,507 577,682 365,175

Ⅲ

35,954 71,871

（5円00銭) （10円00銭)

― 50,000

(―) (2,500)

35,954 121,871 85,917

Ⅳ 176,553 455,811 279,258

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額

増 減

千円千円 千円

(平成18年3月31日)(平成17年3月31日)

圧 縮 積 立 金 取 崩 額

利 益 処 分 額 合 計

利 益 処 分 額

次のとおり処分いたします。

上記の金額を

次 期 繰 越 利 益

利 益 配 当 金

　 (１株当たりの配当金)

役 員 賞 与 金

（うち監査役賞与金)

期　　間
科　　目

 

１株当たり配当金の内訳

前　　期 当　　期

年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

普通株式 5.00 ― 5.00 10.00 ― 10.00

（内訳）

　　　普通配当 5.00 ― 5.00 5.00 ― 5.00

　　　特別配当 ― ― ― 5.00 ― 5.00
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重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券･････････償却原価法 

（２）その他有価証券 

時価のあるもの････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの････移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法･･･時価法 

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）製品･････････････････････売価還元法による原価法 

（２）商品･原材料･･････････････最終仕入原価法 

（３）仕掛品及び貯蔵品･････････最終仕入原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除

く）については、定額法によっております。 

（２）無形固定資産及び長期前払費用 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込み利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

（２）賞与引当金････････････従業員に対する賞与の支給に充てるため賞与支給見込額基準により計上しておりま

す。 

（３）退職給付引当金････････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。数理計算上の差異については､発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１３年）で､発生時の翌事業年度から定額法により償却を行っております｡ 

（４）役員退職慰労引当金･･･役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額

を計上しております。この引当金は、商法施行規則第４３条に規定する引当金であり

ます。なお、過年度負担額については、５年間で均等額を引当計上することとしてお

ります。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によっております。 

 

７.  ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法････金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採

用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象    （ヘッジ手段）           （ヘッジ対象） 

金利スワップ            借入金利息 

（３）ヘッジ方針･･････････借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っております。 
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（４）ヘッジの有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワップを締結しております。 

（イ） 金利スワップの想定元本と借入金の元本が一致しております。 

（ロ） 金利スワップと借入金の契約期間及び満期が一致しております。 

（ハ） 借入金と金利スワップの金利改定条件が一致しております。 

（ニ） 金利スワップの受払い条件がスワップのスワップ期間を通して一定であります。従って、金利

スワップの特例処理の要件を満たしておりますので決算日における有効性の評価を省略してお

ります。 

 

８. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から3ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

９．その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

 

会計処理の変更 

 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６号）を当期から適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

 



注記事項
（貸借対照表関係) (千円未満切捨)

1. 有形固定資産の償却累計額 1. 有形固定資産の償却累計額

4,905,064 千円 5,103,338 千円

2. 担保に供している資産 2. 担保に供している資産

建 物 242,481 千円 建 物 232,434 千円

土 地 103,582 千円 土 地 485,582 千円

投資有価証券 328,462 千円 投資有価証券 577,306 千円

3. 授権株式数及び発行済み株式総数 3. 授権株式数及び発行済み株式総数

会社が発行する株式の総数 24,000,000 株 会社が発行する株式の総数 24,000,000 株

発行済株式の総数 7,200,000 株 発行済株式の総数 7,200,000 株

4. 自己株式の保有数 4. 自己株式の保有数

普通株式 9,141 株 普通株式 12,853 株

5. 受取手形割引高 500,019 千円 5. ―――――

6. ――――― 6. 債権売却未収入金

　受取手形の債権流動化に伴う当該債権の

支払留保未収入額 718,077 千円

7. 配当制限 7. 配当制限

商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額 商法施行規則第124条第3号に規定する純資産額

178,722 千円 356,037 千円

(損益計算書関係) (千円未満切捨)

1. 研究開発費の総額 1. 研究開発費の総額

販売費及び一般管理費 97,362 千円 販売費及び一般管理費 113,422 千円

2. 固定資産除却損の内訳 2. 固定資産除却損の内訳

機 械 装 置 111 千円

工具器具備品 557 千円 工具器具備品 1,123 千円

合 計 668 千円 合 計 1,123 千円

第５９期

自　　平成16年4月 1日

至　　平成17年3月31日

第６０期

自　　平成17年4月 1日

至　　平成18年3月31日

第５９期

(平成17年3月31日現在) (平成18年3月31日現在)

第６０期
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（キャッシュ･フロー計算書関係) (千円未満切捨)

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 されている科目の金額との関係

 現金及び預金 1,756,596 千円  現金及び預金 920,702 千円

 期間が３ヵ月を超える定期預金 △ 728,400 千円  期間が３ヵ月を超える定期預金 △ 450,100 千円

 現金及び現金同等物 1,028,196 千円  現金及び現金同等物 470,602 千円

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

第５９期

自　　平成16年4月 1日

至　　平成17年3月31日 至　　平成18年3月31日

自　　平成17年4月 1日

第６０期
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（有価証券関係）

1. その他有価証券で時価のあるもの (千円未満切捨)

①株式 131,596 434,484 302,887 131,594 732,245 600,650

②債券 ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ―

131,596 434,484 302,887 131,594 732,245 600,650

①株式 8,250 6,750 △ 1,500 8,250 8,000 △ 250

②債券 ― ― ― ― ― ―

③その他 ― ― ― ― ― ―

8,250 6,750 △ 1,500 8,250 8,000 △ 250

139,846 441,234 301,387 139,844 740,245 600,400

2. 時価評価されていない主な有価証券 (千円未満切捨)

その他有価証券
 非上場株式 104,137 101,137
 （店頭売買株式を除く）

（注）　当期において、その他有価証券で非上場株式について2,999千円減損処理を行っております。

第５９期

(平成17年3月31日現在)

第６０期

(平成18年3月31日現在)

千円 千円

千円千円 千円 千円 千円 千円

貸借対照表計上額貸借対照表計上額

(平成17年3月31日現在)

取 得 原 価
決算日にお
ける貸借対
照表計上額

第６０期

差 額取 得 原 価
決算日にお
ける貸借対
照表計上額

差 額

(平成18年3月31日現在)

第５９期

区 分

区 分

小　　　　計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小　　　　計

合　　　　計
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（税効果会計関係) (千円未満切捨）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

(繰延税金資産) (単位：千円) (繰延税金資産) (単位：千円)

賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 58,412 賞 与 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 74,999

未 払 事 業 税 否 認 額 7,485 未 払 事 業 税 否 認 額 36,826

未 払 費 用 否 認 額 7,165 未 払 費 用 否 認 額 119,718

退職給与引当金繰入限度超過額 132,406 退職給与引当金繰入限度超過額 160,175

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認 額 32,127 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認 額 23,416

一括償却資産繰入限度超過額 7,144 一 括償却資産繰入限度超過額 7,531

棚 卸 資 産 評 価 減 否 認 額 21,421 棚 卸 資 産 評 価 減 否 認 額 9,572

技 術 援 助 料 否 認 額 808 技 術 援 助 料 否 認 額 773

貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 1,988 貸 倒 引 当 金 繰 入 限 度 超 過 額 2,200

仕 入 値 引 否 認 額 10,556

そ の 他 579 そ の 他 981
繰 延 税 金 資 産 合 計 269,540 繰 延 税 金 資 産 合 計 446,753

(繰延税金負債) (繰延税金負債)

圧 縮 積 立 金 △ 4,619 圧 縮 積 立 金 △ 3,880

株 式 等 評 価 差 額 金 △ 122,664 株 式 等 評 価 差 額 金 △ 244,363

そ の 他 △ 981

繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 127,283 繰 延 税 金 負 債 合 計 △ 249,225

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 142,256 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 197,527

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 率との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率 40.7 ％  法定実効税率 40.7 ％

(調整) (調整)

交際費等永久に損金に算入され 36.9 ％ 交際費等永久に損金に算入され 1.1 ％

ない項目 ない項目

受取配当金等永久に益金に算入 △ 5.9 ％ 受取配当金等永久に益金に算入 △ 0.2 ％

されない項目 されない項目

住民税等均等割額 28.6 ％ 住民税等均等割額 0.8 ％

法人税額の特別控除額 △ 52.0 ％ 法人税額の特別控除額 △ 1.8 ％

その他 0.8 ％ その他 2.2 ％

 税効果会計適用後の 49.1 ％  税効果会計適用後の 42.8 ％

法人税等の負担率 法人税等の負担率

第５９期 第６０期

(平成18年3月31日現在)(平成17年3月31日現在)
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（退職給付会計関係) (千円未満切捨）

1. 採用している退職給付制度の概要 1. 採用している退職給付制度の概要

 在籍期間が１５年以上でかつ、年齢が５０歳以上の 同 左

従業員について適格退職年金制度を採用し、在籍期

間が１５年未満あるいは年齢が５０歳未満の従業員

については、退職一時金を充当しております。

2. 退職給付債務に関する事項 2. 退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 1,236,294 千円 ①　退職給付債務 1,276,796 千円

（内訳) （内訳)

②　未認識数理計算上の差異 246,604 千円 ②　未認識数理計算上の差異 112,440 千円

③　年金資産 637,824 千円 ③　年金資産 770,804 千円

④　退職給付引当金 351,865 千円 ④　退職給付引当金 393,551 千円

退職給付費用に関する事項 3. 退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 64,855 千円 ①　勤務費用 63,427 千円

②　利息費用 25,190 千円 ②　利息費用 24,725 千円

③　期待運用収益 △ 9,394 千円 ③　期待運用収益 △ 9,567 千円

28,928 千円 24,575 千円

⑤　退職給付費用 109,580 千円 ⑤　退職給付費用 103,160 千円

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 ①　退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準 同　左

②　割引率 2 ％ ②　割引率 同　左

③　期待運用収益率 1.5 ％ ③　期待運用収益率 同　左

④　数理計算上の差異の処理年数 13 年 ④　数理計算上の差異の処理年数 同　左

　　発生時の従業員の平均 　　発生時の従業員の平均

  　残存勤務期間以内の一   　残存勤務期間以内の一

　　定の年数による定額法 　　定の年数による定額法

（デリバティブ取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

第６０期

自　　平成17年4月 1日

至　　平成18年3月31日

④　数理計算上の差異の費用処理額

第５９期

自　　平成16年4月 1日

至　　平成17年3月31日

④　数理計算上の差異の費用処理額
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（関連当事者との取引） 
（第５９期）  （自 平成１６年 ４月 １日 至 平成１７年 ３月３１日） 
  役員及びその近親者 
 

関係内容 
属 性 会社等 

の名称 住 所 資本金 
事業の内

容又は職

業 

議決権等の所

有(被所有)割
合 

役員の

兼任等 
事業上の

関   係 

取引の 
内 容 

取 引 
金 額 科 目 期 末 

残 高 

 
役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社あ 
 

 
有限会社

サンエス 
 

 
埼玉県さ

いたま市 
 
 

千円 
3,000 

 
不動産賃

貸 

 

株式会社 

重松製作所 

取締役会長 

重松開三郎 

配偶者 

重松美代 

50%

株式会社 

重松製作所 

取締役社長 

重松宣雄 

配偶者 

重松江梨 

50% 

 
 
 
 
 
 
 
 
― 

 

 
本社事務

所用建物

の賃借 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本社事務

所用土地

の賃貸 

 
本社事務

所用建物

にかかる

賃借料 
 
保証金 

 
 
敷 金 

 
 
差入保証

金の利息 
 
本社の土

地代 

千円 

36,660 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,500 

 

 

9,600 

 

 
 
 
 
 
 
差入保

証金 
 
差入敷

金 

千円 
 

 

 

 

 

30,000

 

 

3,500

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 
あああああ建物及び土地の賃料は諸経費の実額を算定し、かつ近隣の取引条件に基づいて改定することができる。 
   ２．上記の取引金額には、消費税等は含まれておりません。 
   ３．平成１７年４月に、本社建物及び借地権を、当社取締役会長重松開三郎氏から取得し、同時に、 

     有限会社サンエスとの取引は終了しました。 

 
（第６０期）  （自 平成１７年 ４月 １日 至 平成１８年 ３月３１日） 
  役員及びその近親者 
 

関係内容 
属 性 会社等 

の名称 住 所 資本金 
事業の内

容又は職

業 

議決権等の所

有(被所有)割
合 

役員の

兼任等 
事業上の

関  係 
取引の 
内 容 

取 引 
金 額 科 目 期 末 

残 高 
 

役員及

びその

近親者 

 
重松 
開三郎 

 
 
 
 
― 

 

千円 
 
 
 
― 

 

 
株式会社 
重松製作

所 
取締役会

長 (現 取
締役相談

役) 

 
被所有 
直接 3.8% 

 
 
 
 
― 

 

 
 
 
 
― 
 

 
本社建物

及び借地

権の購入 
 
 
― 
 

千円 
404,000 

 
 
 
 
― 

 

千円 
 
 
 
― 

 

 
役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社あ 
 

 
有限会社

サンエス 
 

 
埼玉県さ

いたま市 
 

 
3,000 

 
不動産賃

貸 

 
株式会社 
重松製作所 
取締役会長(現
取締役相談役)
重松開三郎 
配偶者 
重松美代 

50%

株式会社 

重松製作所 

取締役社長 

重松宣雄 

配偶者 

重松江梨 

50% 

 
 
 
 
 
 
 
 
― 

 

 
本社事務

所用建物

の賃借 
 
 
 
 
 
本社事務

所用土地

の賃貸 

 
本社事務

所用建物

にかかる

賃借料 
 
差入保証

金の利息 
 
本社の土

地代 

 
509 

 

 

 

 

20 

 

 

133 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
― 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
― 

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

ああああ①建物及び借地権の売買金額は不動産鑑定評価額に基づいております。 

ああああ②建物及び土地の賃料は諸経費の実額を算定し、かつ近隣の取引条件に基づいて改定することができる。 

   ２．上記の取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ３．平成１７年４月に、本社建物及び借地権を、当社取締役会長(現取締役相談役)重松開三郎氏から取得し、同時に、 

     有限会社サンエスとの取引は終了しました。 



（１株当たり情報)

1. １株当たり純資産額  260円17銭 1. １株当たり純資産額  335円24銭

2. １株当たり当期純利益金額 　 1円40銭 2. １株当たり当期純利益金額 　48円69銭

（注） 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(千円未満切捨)

当期純利益 10,056 千円 当期純利益 400,053 千円

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 普通株主に帰属しない金額 50,000 千円

普通株式に係る当期純利益 10,056 千円 普通株式に係る当期純利益 350,053 千円

普通株式の期中平均株式数 7,191,799 株 普通株式の期中平均株式数 7,189,309 株

自　　平成16年4月 1日 自　　平成17年4月 1日

至　　平成17年3月31日 至　　平成18年3月31日

至　　平成16年3月31日 至　　平成18年3月31日

第５９期 第６０期

第５９期 第６０期

自　　平成15年4月 1日 自　　平成17年4月 1日
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5. 受注及び販売の状況

（1）　主要製品の受注状況 （千円未満切捨）

防 毒 マ ス ク 2,271,955 75,207 2,670,962 208,208

防 じ ん マ ス ク 1,183,356 22,930 2,544,770 83,820

送 気 マ ス ク 313,233 5,636 348,598 4,461

そ の 他 の
呼 吸 用 保 護 具

1,093,041 56,812 942,449 51,768

そ の 他 482,275 2,481 520,295 3,717

合 計 5,343,860 163,067 7,027,076 351,976

（うち輸出額合計） (743,524) (79,523) (897,821) (211,675)

（2）　販売の実績 （千円未満切捨)

金 額 構成比　％ 金 額 構成比　％ 金 額

防 毒 マ ス ク 2,386,799 28.2 2,537,961 25.5 151,162

防 じ ん マ ス ク 1,168,660 13.8 2,483,881 25.0 1,315,221

送 気 マ ス ク 312,674 3.7 349,773 3.5 37,099

そ の 他 の
呼 吸 用 保 護 具

1,076,358 12.7 947,493 9.5 △ 128,865

そ の 他 484,300 5.7 519,060 5.2 34,760

小 計 5,428,791 64.2 6,838,168 68.8 1,409,377

（ う ち 輸 出 額 ） (856,667) (10.1) (765,669) (7.7) (△ 90,998)

自 給 式 呼 吸 器 2,269,206 26.9 2,278,801 22.9 9,595

送 気 マ ス ク 65,518 0.8 54,851 0.6 △ 10,667

酸素計・ガス検知器 171,528 2.0 157,878 1.6 △ 13,650

そ の 他 516,106 6.1 608,750 6.1 92,644

小 計 3,022,359 35.8 3,100,280 31.2 77,921

（ う ち 輸 出 額 ） (28,442) (0.3) (30,984) (0.3) (2,542)

8,451,151 100.0 9,938,448 100.0 1,487,297

(885,109) (10.5) (796,653) (8.0) (△ 88,456)

受 注 残

合 計

（うち輸出額合計）

第５９期

製

品

商

品

第６０期

平成17年 3月31日

平成16年 4月 1日
区 分

区 分

第５９期 第６０期

平成16年 4月 1日 平成17年 4月 1日

平成17年 3月31日 平成18年 3月31日

受 注 高 受 注 残 受 注 高

増 減

製

品

平成18年 3月31日

平成17年 4月 1日
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６．役員の異動（平成１８年 ６月２９日付） 

（１）代表者及び代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

（２）新任取締役候補 

取締役品質保証部長      檜垣 聰    （現 品質保証部長） 

（３）新任監査役候補 

常勤監査役          菊田 佳幸   （現 理事・総務部長） 

（４）退任予定取締役 

該当事項はありません。 

（５）退任予定監査役 

該当事項はありません。 

（６）その他の役員の異動 

取締役総務部長兼経理部長   森田 隆    （現 取締役経理部長） 

監査役（非常勤）       小口 文雄   （現 常勤監査役） 

以    上 




